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１ 補助金の目的 

「富里市多文化共生推進事業補助金」は、国籍の異なる市民が互いの文化を理解・尊

重し、地域の一員として共に生活できる多文化共生社会を実現するため、市内で公益

的な活動を行う団体が実施する多文化共生を推進する事業の経費について、補助する

ものです。 

 

 

２ 補助金の概要 

(1) 補助対象事業 

語学講座事業（各種語学講座、教室等の開催） 

交流体験事業（文化、スポーツ、学術等の交流や体験活動に要する経費） 

※次の事業は補助対象となりません。 

ア 営利目的又は特定の個人や団体のみが利益を受ける事業 

イ 政治活動又は宗教活動を目的とする事業 

ウ 公共の秩序又は善良な風紀を乱すおそれがある事業 

エ 金銭、物品等の給付又は貸付けを目的とした事業 他 

 

(2) 補助対象団体 

次のいずれにも該当する団体となります。 

ア 公益法人、特定非営利活動法人その他の非営利団体 

イ 市内における活動開始後１年以上経過しており、次年度以降も継続して活動

する見込みがある団体 

ウ 政治活動又は宗教活動を目的としていない団体 

エ 公序良俗に反した活動をしていない団体 

 

(3) 補助率（補助額） 

  語学講座事業 

補助対象経費の２分の１以内（一団体につき、上限 10 万円） 

  交流体験事業 

   補助対象経費の３分の２以内（一団体につき、上限 15 万円） 

 

(4) その他 

 補助金交付は、同一年度内で一つの対象事業につき１回となります。 
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(4) 補助対象経費一覧 

区分 内容 

報償 
・外部講師への謝礼 

・講座や交流体験に必要な通訳料や資料の翻訳料 他 

旅費 
・講師等の交通費 他 

※対象外：参加者の会場・集合場所までの交通費等 

消耗品費 
・事業の実施に必要な事務用品 

・イベント等の展示物等の材料 他 

印刷製本費 
・ポスター、チラシ、資料等の印刷代 

・教材や資料の購入費 他 

通信運搬費 
・印刷物等を配布するための郵送料 

・事業実施に要する電話料 他 

保険料 ・傷害保険料 他 

手数料 ・振込手数料 他 

使用料 ・施設使用料 他 

賃借料 
・事務機器のリース料 

・バスの借り上げ料 他 

研修負担金 ・指導者等の研修参加費 他 

●事業実施により、参加者負担金、寄付金その他の収入があった場合は、上記の

経費から控除します。 

●実績報告書を提出する際に、対象経費の領収書等を提出する必要があります。 

  ●「内容」欄の記載は、一例となります。不明な点については、問合せくださ

い。 
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≪補助金の算定例≫ 

語学講座事業の場合 

事業名：ＡＢＣ語学講座 

 

 

支出の対象額    収入の控除額    補助対象経費 

５０，０００円 ― ２０，０００円 ＝ ３０，０００円 

 

補助対象経費    補助率   補助金額 

３０，０００円 × １／２ ＝ １５，０００円 

                            

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

収入 ６０，０００円 

（内訳） 

参加者負担金 ２０，０００円 

自己資金 ４０，０００円 

支出 ６０，０００円 

（内訳） 

講師謝金 ３０，０００円 

消耗品費 １５，０００円 

施設使用料  ５，０００円 

備品購入費 １０，０００円 

対象 

対象外 

控除 
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交流体験事業の場合 

事業名：ＡＢＣ国際交流イベント 

 

 

支出の対象額    収入の控除額    補助対象経費 

５０，０００円 ― ２０，０００円 ＝ ３０，０００円 

 

補助対象経費    補助率   補助金額 

３０，０００円 × ２／３ ＝ ２０，０００円 

                       

  

  

収入 ６０，０００円 

（内訳） 

参加者負担金 ２０，０００円 

自己資金 ４０，０００円 

支出 ６０，０００円 

（内訳） 

講師謝金 ２０，０００円 

消耗品費 ２５，０００円 

施設使用料  ５，０００円 

備品購入費 １０，０００円 

対象 

対象外 

控除 
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３ 補助金の手続きの流れ 

 時期 申請団体  富里市 

事
業
期
間 

4 月から 

  

事業募集 

市広報紙や市公式ホームペ

ージ等で御案内します。 

交付申請 

事業の着手前（4 月に行われる場合

は、着手日の翌日から 30 日以内）に

「交付申請書」を提出してください。 

  

  

交付決定 

申請内容を確認し、交付決定

を通知します。 

★概算払い請求 

事前に補助金の交付を希望する場

合、「概算払交付請求書」を提出して

ください。 

  

  

補助金の支払い（概算払い） 

請求書の受付後、決定額を上

限に支払いを行います。 

★変更・中止承認申請 

事業内容の変更、事業の変更・中止

をする場合、「変更・中止（廃止）承

認通知書」を提出してください。 

  

  

変更・中止の承認等 

申請内容を審査し、承認（却

下）を通知します。 

事
業
完
了
後 

事業完了から 

30 日以内 

又は 3 月末 

実績報告 

事業の完了後、30 日以内に実績報

告書を提出してください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

5 月末まで 

  

補助額の確定 

報告内容を確認し、補助額の

確定を通知します。 

交付請求 

補助額確定の通知に基づき、「交付

請求書」を提出してください。 

※概算払いで交付済みの場合は不要 

  

  補助金の支払い（精算払い） 

※補助金は、原則、団体名義の銀行口座への振込となります。 
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４ 提出書類 

(1) 交付申請 

  ア 補助金等交付申請書 

  イ 事業計画書 

  ウ 収支予算書 

  エ 補助金等交付申請額算出調書 

オ 前年度決算書 

  カ 定款、規約、会則その他のこれらに準ずる書類 

  キ 役員名簿 

  ク 資金収支計画書※概算払い請求の希望がある場合 

  ケ その他、市長が特に必要と認める書類 

(2) 概算払い請求 

  ア 補助金等概算払（前金払）等交付請求書 

(3) 変更・中止承認申請 

  ア 補助事業等変更・中止（廃止）承認申請書 

  イ 交付申請時の関係書類（変更に係るもの）※変更申請の場合 

  ウ 補助事業の進捗状況※中止申請の場合（廃止は除く） 

(4) 実績報告 

  ア 補助事業等実績報告書 

  イ 収支決算書 

  ウ 事業実績書 

  エ 対象経費の領収書等 

(5) 交付請求 

  ア 補助金等交付請求書 

  イ 確定通知書の写し 

 

 

５ 提出・お問合せ先 

 この手引きや補助金交付要綱等に記載されていない内容、申請書類の作成方法など

御不明な点は、下記までお問い合わせください。 

 

富里市 総務部 市民活動推進課 協働推進班 

  住所 富里市七栄 652-1（とみさと市民活動サポートセンター） 

  電話 0476-93-1117   F A X 0476-93-4123 

  メール shiminkatsudou@city.tomisato.lg.jp 
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６ 資料（要綱、様式等） 

富里市多文化共生推進事業補助金交付要綱 

 

（令和５年３月２ ８日告示第４ ６号） 

 

改正  令和６年３月３ １日告示第４ ８号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、国籍の異なる市民が互いの文化、習慣等を理解し、及び尊重し、地域

の一員として共に生活できる多文化共生社会を実現するため、予算の範囲内において多

文化共生推進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、富里市補助

金等交付規則（平成１９年規則第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の交付対象） 

第２条 補助金の対象となるものは、市内において活動する団体であって、次の各号のいず

れにも該当するものとする。 

 （ １ ） 公益法人、特定非営利活動法人その他の非営利団体 

 （ ２ ） 市内における活動開始後１年以上経過しており、次年度以降も継続して活動する見

込みがある団体 

 （ ３ ） 政治活動又は宗教活動を目的としていない団体 

 （ ４ ） 公序良俗に反した活動をしていない団体 

 （補助対象事業、経費及び補助率） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業、経費及び補助率は、別表のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、補助金の交付の対象

としない。 

 （ １ ） 営利目的又は特定の個人や団体のみが利益を受ける事業 

 （ ２ ） 政治活動又は宗教活動を目的とする事業 

 （ ３ ） 公共の秩序又は善良な風紀を乱すおそれがある事業 

 （ ４ ） 金銭、物品等の給付又は貸付けを目的とした事業 

 （ ５ ） 前各号に掲げるもののほか、補助金を交付することが適当でないと市長が認める事

業 

３ 第１項に規定する経費は、補助金の交付の対象となる事業の実施に要する経費とし、次

に掲げる経費は含めないものとする。 

 （ １ ） 団体活動を運営するために必要な経費 

 （ ２ ） 前号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める経費 
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 （交付の申請） 

第４条 規則第５条の規定により、補助金の交付の申請をする団体は、規則に定める補助金

等交付申請書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 （ １ ） 事業計画書 

 （ ２ ） 収支予算書 

 （ ３ ） 前年度決算書 

 （ ４ ） 定款、規約、会則その他のこれらに準ずる書類 

 （ ５ ） 役員名簿 

 （ ６ ） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 （実績報告） 

第５条 規則第１５条の規定により実績報告をしようとするときは、規則に定める補助事

業等実績報告書に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 （ １ ） 収支決算書 

 （ ２ ） 事業実績書 

 （補則） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（令和６年３月３ １日告示第４ ８号） 

 この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

対象事業 内容 補助対象経費 補助率 

語学講座事業 各種語学講座、教

室等の開催に要

する経費 

報償費、旅費、消耗品費、

印刷製本費、通信運搬

費、保険料、手数料、使

用料、賃借料、研修負担

金とし、参加者負担金、

寄附金その他の収入を

控除した額 

補助対象経費の

２分の１以内（一

団体につき上限

１０万円） 

交流体験事業 文化、スポーツ、

学術等の交流や

体験活動に要す

る経費 

補助対象経費の

３分の２以内（一

団体につき上限

１５万円）  

備考 補助金の交付は、同一年度内において、一の対象事業につき１回限りとする。 
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○富里市補助金等交付規則 

平成19年３月27日規則第10号 

改正 

平成20年４月１日規則第25号 

平成24年４月１日規則第22号 

平成29年４月１日規則第37号 

令和５年３月14日規則第６号 

富里市補助金等交付規則 

富里市補助金等交付規則（昭和51年規則第４号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この規則は、法令、条例及び他の規則等（以下「法令等」という。）に特別の定めあるも

ののほか、補助金等の交付の申請及び決定等に関する事項その他補助金等に係る予算の執行に関

する基本的事項を規定することにより、これらに係る予算の執行の適正化を図ることを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 補助金等 市が市以外の者に対して交付する補助金、交付金、助成金、利子補給金、負担

金その他相当の反対給付を受けない給付金（市長が別に定めるものを除く。）をいう。 

(２) 補助事業等 補助金の対象となる事務又は事業をいう。 

(３) 補助事業者等 補助事業等を行う者をいう。 

（関係者の責務） 

第３条 補助金等に係る予算の執行に当たっては、市長その他関係職員は、補助金等が市民から徴

収された税金その他の貴重な財源で賄われるものであることに留意し、補助金等が法令等及び予

算の定めるところに従って、公正かつ効果的に使用されるように努めなければならない。 

２ 補助事業者等は、補助金等が市民から徴収された税金その他の貴重な財源で賄われるものであ

ることに留意し、法令等及び補助金等の交付の目的に従って、誠実に補助事業等を遂行するよう

努めなければならない。 

（要綱等の制定） 
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第４条 補助金等の交付に当たっては、市長は次に掲げる事項を規定した要綱等を定めなければな

らない。 

(１) 交付の目的 

(２) 交付の対象者、対象事業又は対象経費 

(３) 交付の額、交付率及びその算定方法 

(４) その他必要と認める事項 

（補助金等の交付の申請） 

第５条 補助金等の交付の申請をしようとする者は、補助金等交付申請書（別記第１号様式）に次

に掲げる書類を添付し、補助事業等の着手する前に市長に提出しなければならない。 

(１) 事業計画書 

(２) 収支予算書 

(３) 前年度決算書 

(４) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、当該補助事業等が４月に行われる場合及び市長が特別の事情がある

と認めるときは、補助事業等の着手後においても補助金等の交付の申請を行うことができる。こ

の場合において、補助金等の交付の申請は、当該補助事業等の着手日の翌日から起算して30日以

内に行わなければならない。ただし、市長が認めるときは、この限りでない。 

３ 補助事業等の目的及び内容により、市長が特に認めた場合は、第１項に規定する申請書に記載

すべき事項の一部又は添付する書類の全部若しくは一部を省略することができる。 

（補助金等の交付の決定） 

第６条 市長は、補助金等の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査及び必要に

応じて行う現地調査等により、当該申請に係る補助金等の交付が法令等及び予算で定めるところ

に違反しないこと、補助事業等の目的及び内容が適正であること、金額の算定に誤りがないこと

等を調査し、補助金等を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金等を交付するかどうか

を決定するものとする。 

（補助金等の交付の条件） 

第７条 市長は、補助金等の交付の決定をする場合において、補助金等の交付の目的を達成するた

めに必要があるときは、次に掲げる事項につき条件を付するものとする。 

(１) 補助事業等の内容の変更又は補助事業等に要する経費の配分の変更（市長の定める軽微な
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変更を除く。）をする場合においては市長の承認を受けること。 

(２) 補助事業等を行うため締結する契約に関する事項その他補助事業等に要する経費の使用方

法に関する事項 

(３) 補助事業等を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受けること。 

(４) 補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業等の遂行が困難となった場合に

おいては、速やかに市長に報告しその指示を受けること。 

(５) 補助事業等の完了により当該補助事業者等に相当の収益が生ずると認められる場合におい

ては、当該補助金等の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金等の全部又は一

部に相応する金額を市に納付すること。 

(６) その他市長が必要と認める条件 

２ 前項の規定により付される条件には当該補助事業等の完了後においても従うべき事項を含むも

のとする。 

（決定の通知） 

第８条 市長は、補助金等の交付の決定をしたときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件を

付した場合にはその条件を補助金等の交付の申請をした者に補助金等交付決定通知書（別記第２

号様式）により通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第９条 補助金等の交付の申請をした者が、前条の規定による補助金等の交付の通知を受領した場

合において、当該通知に係る補助金等の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があり

当該申請を取り下げようとするときは、当該通知を受理した日から14日以内に、その旨を書面に

より市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金等の交付の決定はなか

ったものとみなす。 

（事情変更による決定の取消し等） 

第10条 市長は、補助金等の交付の決定をした場合においてその後の事情の変更により特別の必要

が生じたときは、補助金等の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若

しくはこれに付した条件を変更することができる。ただし、補助事業等のうち既に経過した期間

に係る部分については、この限りでない。 

２ 前項の規定により補助金等の交付の決定を取り消すことのできる場合は、次の各号のいずれか
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に該当する場合とする。 

(１) 天災地変その他補助金等の交付の決定後生じた事情の変更により補助事業等の全部又は一

部を継続する必要がなくなった場合 

(２) 補助事業等に要する経費のうち、補助金等によって賄われる部分以外の部分を負担するこ

とができない場合 

(３) 補助事業者等が補助事業等を遂行するため必要な土地その他の手段を使用することができ

ない場合 

(４) 前３号に規定する場合のほか、補助事業等を遂行することができない場合（補助事業者等

の責に帰すべき事情による場合を除く。） 

３ 市長は、前２項の規定による補助金等の決定の取消し等により特別に必要となった次に掲げる

経費について補助金等を交付することがある。 

(１) 補助事業等に係る機械、器具及び仮設物の撤去その他の残務処理に要する経費 

(２) 補助事業等を行うため締結した契約の解除により必要となった賠償金の支払に要する経費 

４ 第８条の規定は、第１項の場合について準用する。 

（補助事業等の遂行） 

第11条 補助事業者等は、法令等の定め並びに補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件、

法令等に基づく市長の指示及び処分に従い善良な管理者の注意をもって、補助事業等を行わなけ

ればならず、いやしくも補助金等を他の用途に使用してはならない。 

（状況報告） 

第12条 補助事業者等は、市長の定めるところにより補助事業等の遂行の状況に関し、市長に報告

しなければならない。 

（補助事業等の遂行等の指示） 

第13条 市長は、補助事業者等が提出する報告等により、その者の補助事業等が補助金等の交付の

決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、その者に対し、こ

れらに従って当該補助事業等を遂行すべきことを指示することができる。 

２ 市長は、補助事業者等が前項の指示に違反したときは、その者に対し、当該補助事業等の一時

停止を命ずることができる。 

（補助事業等の変更等） 

第14条 補助事業者等は、補助金等の交付決定後、補助事業等の内容を変更し、又は中止し、若し
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くは廃止しようとするときは、速やかに補助事業等変更・中止（廃止）承認申請書（別記第３号

様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更で市長が認める

ものについては、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による変更等の承認の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査

及び必要に応じて行う現地調査等により、当該申請の内容を調査し、補助事業等の変更等の承認

をすべきと認めたときは、当該補助事業等の変更等の承認をするものとする。 

３ 第８条の規定は、前項の規定による承認をした場合について準用する。 

（実績報告） 

第15条 補助事業者等は、補助事業等が完了したとき（補助事業等の廃止の承認を受けたときを含

む。）はその完了した日から起算して30日以内に、補助事業等の成果を記載した補助事業等実績

報告書（別記第４号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。補助金等

の交付の決定に係る市の会計年度が終了した場合も、また同様とする。 

(１) 収支決算書 

(２) 領収書その他市長が必要があると認める書類 

（補助金等の額の確定等） 

第16条 市長は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業等の成果の報告を受けた場合において

は、報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業等

の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調

査し、適合すると認めたときは、交付すべき額を確定し、補助金等交付確定通知書（別記第５号

様式）により当該補助事業者等に通知するものとする。 

（是正のための措置） 

第17条 市長は、前条に規定する審査又は調査等の結果、その報告に係る補助事業等の成果が補助

金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業等に

つき、これに適合させるための措置を採るべきことを当該補助事業者等に対して命ずることがあ

る。 

２ 前２条の規定は、前項の規定による指示に従って行う補助事業等について準用する。この場合

において、同条中「その完了した日から起算して30日以内に」を「直ちに」に読み替えるものと

する。 

（交付の請求） 
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第18条 第16条の規定により通知を受けた補助事業者等が、補助金等の交付を受けようとするとき

は、補助金等交付請求書（別記第６号様式）を市長に提出しなければならない。 

（交付の特例） 

第19条 補助事業者等が補助事業等の目的を達成するため、市長が特に必要があると認めるときは、

補助金等の全部又は一部を概算払又は前金払により交付することができる。 

２ 補助事業者等は、前項の規定により補助金等の交付を受けようとするときは、補助金等概算払

（前金払）等交付請求書（別記第７号様式）を市長に提出しなければならない。 

（決定の取消し） 

第20条 市長は、補助事業者等が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金等の交付の決定の

全部又は一部を取り消すことがある。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

(２) 補助金等の他の用途への使用をし、その他補助事業等に関し補助金等の交付の決定の内容

又はこれに付した条件その他法令等又はこれに基づく市長の処分に違反したとき。 

(３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に

規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴

力団員と密接な関係を有する者として市長が定めるものであることが判明したとき。 

２ 前項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金等の額の確定があった後においても適用

があるものとする。 

３ 第８条の規定は、第１項の規定による取消しをした場合について準用する。 

（補助金等の返還） 

第21条 市長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の当該取消しに係

る部分に関し、既に補助金等が交付されているときは、補助金等返還命令書（別記第８号様式）

により期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、補助事業等に交付すべき補助金等の額を確定した場合において、既にその額を超える

補助金等が交付されているときは、補助金等返還命令書（別記第８号様式）により期限を定めて、

その返還を命ずるものとする。 

３ 市長は、前２項の返還の請求に係る補助金等で、やむを得ない事情があると認めるときは、補

助事業者等の申請により、返還の期限を延長し、又は返還の命令の全部若しくは一部を取り消す

ことができる。 
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（加算金及び延滞金） 

第22条 補助事業者等は、前条第１項の規定による処分に関し、補助金等の返還を命ぜられたとき

は、その命令に係る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年10.95パ

ーセントの割合で計算した違約加算金を市に納付しなければならない。ただし、当該補助金等が

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第２条第４項に規定す

る間接補助金等であるときは、この限りでない。 

２ 補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納

期日の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、その未納付額（未納付額の一部が納付された

ときは、当該納付の日の翌日以後の期間についてはその納付額を控除した額）につき年10.95パー

セントの割合で計算した延滞金を市に納付しなければならない。 

３ 市長は、前２項の場合において、やむを得ない特別の事情があると認めるときは、補助事業者

等の申請に基づき、加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

（他の補助金等の一時停止） 

第23条 市長は、補助事業者等が補助金等の返還を命ぜられ、当該補助金等又は延滞金の全部又は

一部を納付しない場合において、その者に対して同種の事務又は事業について交付すべき補助金

等があるときは、相当の限度において、その交付を一時停止し、又は当該補助金等と未納付額と

を相殺することができる。 

（財産の処分の制限） 

第24条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産を、市長の承認を受

けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供し

てはならない。ただし、補助事業者等が第７条第５号の規定による条件に基づき、補助金等の全

部に相当する金額を市に納付した場合並びに補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用年数を勘

案して市長が定める期間を経過した場合は、この限りでない。 

（立入検査等） 

第25条 市長は、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補助事業者等

に対して報告を求め又は市職員にその事務所、事業場等に立ち入り帳簿書類その他の物件を検査

させ、若しくは関係者に説明を求めることができる。 

（手続の省略） 
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第26条 市長が特に認めた場合には、第15条又は第16条の規定による手続を省略することができる。 

（細則への委任） 

第27条 この規則の施行について必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年４月１日規則第25号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年４月１日規則第22号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年４月１日規則第37号） 

この規則は、公布の日からから施行する。 

附 則（令和５年３月14日規則第６号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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第１号様式（第５条関係） 

 

  年  月  日 

 

富里市長       様 

 

申請者 

                   住所 

                   団体等名及び 

                   代 表 者 氏 名          ○印  

 

補 助 金 等 交 付 申 請 書 

 

 補助金等の交付を受けたいので、富里市補助金等交付規則第５条第１項の規定によ

り、次のとおり申請します。 

 

１ 補助年度  

２ 補助金(事業)等の名称  

３ 補助事業等の目的  

４ 補助事業等の実施予定期間 
着手     年  月  日 

完了     年  月  日 

５ 補助金等の交付申請額 円  

６ 概算払又は前金払の交付 

  請求の有無 
□ 有       □ 無 

※有の場合は、資金計画書を添付してください。 

 有の場合 

概算払又は前金払を受けたい時期及び金額 

月 月 月 月 

円 円 円 円 

概算払又は前金払を受けようとする理由 

 

７ 添付書類 
(添付する書類の□欄をチェック(☑)

してください。) 

□ 事業計画書 

□ 収支予算書 

□ 前年度決算書 

□ その他(             ) 
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第５条関係 

 

事 業 計 画 書 

 

補助金(事業)等

の 名 称 
 

補 助 事 業 等 の 

内 容 
 

補助事業等実施 

に よ る 効 果 
 

備 考  

注１ 補助事業等の内容は、詳細に記載すること。 

 ２ 「備考」欄には、申請を受けようとする団体等の構成等を記載すること。 
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第５条、第１５条関係 

 

収支(予算・決算)書 

 

補助金(事業)等の名称                            

 

収入の部 

科   目 金額(円) 備考 

   

   

   

   

合   計   

支出の部 

科   目 
金額(円) 備  考 

事業等区分 経   費 

 

   

   

   

小   計   

 

   

   

   

小   計   

 

   

   

   

小   計   

合   計   

注１ 収支(予算・決算)書は、当該補助事業に係る予算(決算)のみを記載すること。 

 ２ 支出の部の「科目」については、補助事業等の区分毎に、それに要する経費を記載させ、

補助対象経費と補助対象外経費を確認できるようにすること。 

 ３ 「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎(経費欄に食糧費とあれば、備考欄にうち講師食料

費○○円等)、その他必要の事項(経費欄に印刷製本費とあれば、備考欄にパンフレット作成

等)を記載すること。 

 ４ この収支(予算・決算)書の他に「補助金等交付申請額算出調書」を提出し、補助対象経費

から補助金等の交付・確定額の算出基礎を明確にすること。 
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第７号様式（第１９条関係） 

  年  月  日 

 

富里市長       様 

 

補助事業者等 

                   住所 

                   団体等名及び 

                   代 表 者 氏 名          ○印  

 

補助金等概算払（前金払）等交付請求書 

 

年  月  日付け指令第   号をもって補助金等の交付の決定を受

けた補助事業等について、概算払(前金払)を受けたいので、富里市補助金等交付規則

第１９条第２項の規定により請求します。 

 

補 助 金 ( 事 業 ) 等 の 名 称  

補助金等交付決定額 ①              円 

既 交 付 済 額 ② 

年  月  日      円 

年  月  日      円 

年  月  日      円 

  計          円 

今 回 請 求 額 ③              円 

補助金等交付決定額との差額 

①－②－③ 
             円 

注 既交付済額には、既に概算払(前金払)を行っている場合、その交付年月日及び交付金額を 

記入してください。 

 

 

【補助金等の振込先】 

金 融 機 関 名  

口 座 種 別  

口 座 番 号  

(フ リ ガ ナ) 

口 座 名 義 人 
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第３号様式（第１４条関係） 

 

  年  月  日 

 

富里市長       様 

 

補助事業者等 

                   住所 

                   団体等名及び 

                   代 表 者 氏 名          ○印  

 

補助事業等変更・中止（廃止）承認申請書 

 

   年  月  日付け指令第   号をもって補助金等の交付の決定を受けた

補助事業等について、富里市補助金等交付規則第１４条第１項の規定により、次のと

おり申請します。 

 

１ 補助年度  

２ 補助金(事業)等の名称  

３ 交付決定額 円 

４ 補助金等交付申請額 

  の変更 

□ あり 

(変更後の補助金等交付申請額        円) 

□ なし 

５ 変更又は中止(廃止) 

  の理由 
 

６ 変更又は中止(廃止) 

  の年月日 
年  月  日 

７ 添付書類  

注１ この様式は、補助事業等に要する経費の配分の変更及び補助事業等の内容の変更の承認申

請の場合若しくは補助事業等を中止し、又は廃止する場合に使用すること。 

 ２ 変更申請の場合は、交付申請の際の関係書類を添付するものとし、変更後の計画(変更され

ない部分を含む。)を上段に、変更前の計画を下段に括弧書きで記載して、変更前と変更後の

内容を対比できるように作成すること。なお、記載事項に変更がない関係書類については、

添付を省略し、その旨を付記することとして差し支えないものとする。 

 ３ 中止又は廃止の申請をする場合は、申請時点における当該補助事業等の進捗状況(廃止の場

合を除く。)及びその他必要と認められる事項を記載した書類を添付すること。 

 

 

 



24 

 

第４号様式（第１５条関係） 

 

  年  月  日 

 

富里市長       様 

 

補助事業者等 

                   住所 

                   団体等名及び 

                   代 表 者 氏 名          ○印  

 

補 助 事 業 等 実 績 報 告 書 

 

     年  月  日付け指令第   号をもって補助金等の交付の決定を受

けた補助事業等が完了したので、富里市補助金等交付規則第１５条第１項の規定によ

り、次のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

１ 補助年度  

２ 補助金(事業)等の名

称 
 

３ 補助事業等の実施期

間 

着手     年  月  日 

完了     年  月  日 

４ 補助金等の交付決定

額 
円 

５ 補助事業等の成果  

６ 添付書類 
(添付する書類の□欄をチェッ

ク(☑)してください。) 

□ 収支決算書 

□ その他(             ) 
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第１５条関係 

 

事 業 実 績 書 

 

補助金(事業)等

の 名 称 
 

補 助 事 業 等 の 

目 的 
 

補 助 事 業 等 の 

内 容 
 

事 業 計 画 の 

実 施 状 況 
 

備 考  

注 「事業計画の実施状況」には、交付申請時に提出した事業計画と実績(実施状況)を比較し、

その内容を、詳細に記載すること。 
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第５条、第１５条関係 

 

収支(予算・決算)書 

 

補助金(事業)等の名称                            

 

収入の部 

科   目 金額(円) 備考 

   

   

   

   

合   計   

支出の部 

科   目 
金額(円) 備  考 

事業等区分 経   費 

 

   

   

   

小   計   

 

   

   

   

小   計   

 

   

   

   

小   計   

合   計   

注１ 収支(予算・決算)書は、当該補助事業に係る予算(決算)のみを記載すること。 

 ２ 支出の部の「科目」については、補助事業等の区分毎に、それに要する経費を記載させ、

補助対象経費と補助対象外経費を確認できるようにすること。 

 ３ 「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎(経費欄に食糧費とあれば、備考欄にうち講師食料

費○○円等)、その他必要の事項(経費欄に印刷製本費とあれば、備考欄にパンフレット作成

等)を記載すること。 

 ４ この収支(予算・決算)書の他に「補助金等交付申請額算出調書」を提出し、補助対象経費

から補助金等の交付・確定額の算出基礎を明確にすること。 
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第６号様式（第１８条関係） 

 

  年  月  日 

 

富里市長       様 

 

請求者 

                   住所 

                   団体等名及び 

                   代 表 者 氏 名          ○印  

                   電話番号 

 

補 助 金 等 交 付 請 求 書 

 

富里市補助金等交付規則第１８条の規定により、次のとおり請求します。 

 

補 助 年 度  

補 助 金 ( 事 業 ) 等 の 名 称  

交 付 確 定 額 ①  

既 交 付 済 額 ② 

年  月  日      円 

年  月  日      円 

年  月  日      円 

  計          円 

交 付 請 求 額 ① － ②              円 

注１ 既交付済額②には、概算払(前金払)を行った場合、交付年月日及び交付金額を記入するこ

と。 

２ この様式には、補助金等交付確定通知書の写しを添付すること。 

 

 

【補助金等の振込先】 

金 融 機 関 名  

口 座 種 別  

口 座 番 号  

(フ リ ガ ナ) 

口 座 名 義 人 
 

 

 

 
 


